
 

令和８年度 観光プロモーション推進事業補助金交付要綱 

 

令和８年４月  

                                   観光振興課 

 

（総 則） 

第１ 観光プロモーション推進事業補助金（以下「補助金」という。）については、北海道補助金等交

付規則（昭和 47 年北海道規則第 34 号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定

めるところによる。 

 

（目 的） 

第２ この補助金は、本道の観光振興を図り、また、本道における観光事業の指導的団体として、よ

り健全な発展と振興を図るため、公益社団法人 北海道観光機構が実施する事業及び団体の管理運

営に対して予算の範囲内で補助することにより、本道観光事業の発展及び本道経済の活性化に寄与

することを目的とする。 

 

（補助対象者） 

第３ 補助金の交付の対象とする者は、公益社団法人 北海道観光機構（以下「機構」という。）とす

る。 

 

（補助対象事業） 

第４ 補助金の交付の対象とする事業（以下「補助事業」という。）は、次の事業とする。ただし、北

海道の他の補助金の交付の対象となる事業については、除くものとする。 

（１）宣伝誘致事業 

ア 観光ＰＲ催事事業 

（２）全国広域観光推進事業 

（３）推進事業費 

ア 人件費 

イ 事務費 

 

（補助対象経費） 

第５ 補助金の対象とする経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の事業に要する経費のうち、

別表の経費とする。ただし、補助事業に要する経費のうち収入のある事業については、補助対象経

費から当該収入額を減じた額を補助対象経費とする。 

  なお、機構が北海道庁旧本庁舎を管理する指定管理者の構成員である期間は、当該指定管理業務

並びに北海道庁旧本庁舎への集客を目的とした内容として実施する業務に係る経費は補助対象外経

費とする。 

１ 宣伝誘致事業 

（１）観光ＰＲ催事事業 

北海道観光展開催事業に係る展示物の作成等に要する経費 

２ 全国広域観光推進事業 

  公益社団法人日本観光振興協会が実施する各種観光事業等に対する拠出に要する経費 

３ 推進事業費 

（１）人件費 

  事業実施に必要な機構職員及び民間派遣職員等に係る人件費 

（２）事務費 

  機構の管理運営に要する経費のうち事務費。ただし、食糧費を除く。 

 

（補助率等） 

第６ 各事業における補助率及び補助限度額は、別紙１のとおりとする。ただし、補助限度額を 

４，２７６万２，０００円とする。 



 

（補助金の交付申請） 

第７ 補助金の交付を受けようとする者は、知事に対し、補助金等交付申請書（別記第 1 号様式）に

次に掲げる書類を添付して知事にその定める期日までに提出しなければならない。 

（１）事業計画書（別記第 2 号様式） 

（２）補助金等交付申請額算出調書（別記第 3 号様式） 

（３）経費の配分調書（別記第 4 号様式） 

（４）事業予算書（別記第 5 号様式） 

（５）資金収支計画書（別記第 6 号様式） 

（６）指令前着手申出書（別記第 7 号様式）（交付決定前着手を必要とする場合に提出すること） 

（７）電子交付申出書兼メールアドレス確認書（別記第 8 号様式）（道から補助金の交付を申請し

ようとする者に対して行われる通知等について、電子交付（通知等の内容を記録した電磁的

記録に、電子署名を行い、補助金の交付を申請しようとする者がクラウド上で受領できる交

付方法）を希望する場合に、提出すること。） 

２ 補助金等交付申請書の提出は、次により行うものとする。 

（１）提出期限 令和８年４月１０日 

（２）提出先  経済部観光局観光振興課 

 

（補助金交付の条件） 

第８ 知事は、補助金の交付の申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは速やか

に交付の決定を行い、別記第 9 号様式により、申請者に交付の決定の内容及び交付の条件を通知す

るものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第９ 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、交付決定の内容又はこれに

付された条件に対して不服があるときは、交付の決定の通知を受けた日から 10 日以内に、補助金等

交付申請取下書（別記第 10 号様式）を知事に提出し、申請の取下げをすることができる。 

上記による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかったものとみ

なすものとする。 

 

(補助事業の変更) 

第 10 補助事業者は、補助事業の内容の変更をしようとするときは、補助事業等変更承認申請書（別

記第 11 号様式）に第７に掲げる書類を添付の上、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

ただし、次のいずれかに該当するときはこの限りではない。 

（１） 当該変更に伴う補助対象経費の増減額が変更前の補助対象経費の 10 分の１を超えないとき。 

（２） 補助金の交付の目的の達成に支障を及ぼさない程度の細部の変更と認められるとき。 

 

（補助事業の事業遅延等の報告） 

第 11 補助事業者は、補助事業を予定する期間内に完了することができないと見込まれるとき又は補

助事業の遂行が困難となったときは、速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

（補助事業の廃止等） 

第 12 補助事業者は、補助事業を廃止し、又は中止しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受

けなければならない。 

 

（補助金の概算払） 

第 13 補助事業者は、概算払の申請をしようとするときには、補助金等概算払申請書（別記第 12 号

様式）に最新の資金収支計画書（別記第 6 号様式）を添えて、知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第 14 補助事業者は、補助事業が完了したとき又は補助事業の廃止の承認を受けたときは、速やかに

に、補助事業等実績報告書（別記第 13 号様式）に次に掲げる書類を添付して知事に提出しなければ



ならない。 

  （１）補助金等精算書（別記第 14 号様式） 

  （２）事業精算書（別記第 15 号様式） 

１ 補助事業等実績報告書には、成果に関する報告を記載することとし、必要に応じて別紙２によ

る関係書類等を添付しなければならない。 

２ 知事は、必要があると認めるときは、補助事業者の補助事業の完了前に、遂行状況を把握する

ために必要な成果に関する関係書類等の提出を補助事業者に求めることができる。 

 

（関係帳簿の調査） 

第 15 知事は、必要があると認めるときは、補助事業者の補助事業について関係帳簿及び書類等を捜 

査することができる 

 

（補助金の額の確定） 

第 16 知事は、補助事業等実績報告書の提出を受けたときは、当該報告に係る補助事業の実施結果が

交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを審査し、適合すると認めたときは、

交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

 

（交付の決定の取消し） 

第 17 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、補助金の交付の決定の全部又

は一部を取り消し、当該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、その返還

を命ずるものとする。 

（１）補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのに補助金を使用しないとき。 

（２）虚偽の申請又は虚偽の実績報告により補助金を過大に請求し、又は受領したとき。 

（３）補助事業に関して不正に他の補助金等（道以外の者が補助事業者等に対して交付する補助  

 金その他の助成を含む。）を重複して受領したとき。 

（４）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を、あらかじめ知事の承認を受けないで、 

この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、又は担保に供

したとき。 

（５）（１）から（４）までに掲げる場合のほか、補助事業に関して、補助金の交付の決定の内容 

若しくはこれに付した条件その他法令若しくはこれに基づく知事の処分に違反したとき、又は

不正な行為をしたとき。 

上記の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があ 

るものとする。 

 

   (財産の管理等) 

第 18 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業完了後

においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければなら

ない。 

 

   (財産の処分の制限) 

第 19 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（不動産及びその従物並びに

１件の取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上の機械及び器具等）については、あらかじめ総合

振興局長等の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

取り壊し、又は担保に供してはならない。ただし、補助事業者が補助金の全部に相当する金額を道

に納付した場合又は減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）で定め

る耐用年数（当該耐用年数が 10 年を超える場合は 10 年）を経過した場合は、この限りでない。 

 

（電子メールによる申請等） 

第 20 補助事業者は、補助金の交付の申請、届出、その他この補助事業に関し道に行う通知について

は、当該申請等に係る書類の電磁的記録を次の電子メールアドレスに電子メールを送信する方法に

より行うことができる。 

【電子メールアドレス】<kanko.web@pref.hokkaido.lg.jp> 



 

  

（別 表） 

第５（補助対象経費）関係 

補助対象経費は、次の経費とする。 

１ 報償費 

２ 旅費 

３ 需用費（会食経費を除く。） 

４ 役務費 

５ 委託料 

６ 使用料及び賃借料 

７ 負担金及び補助金 

８ 人件費（給与、諸手当、福利厚生費） 

９ その他知事が特に必要と認める経費 

 

 

 

 

（別紙１） 

（単位：千円） 

事業名 補助率 補助限度額 

１ 宣伝誘致事業   

 (1) 観光ＰＲ催事事業 １／２以内 ９９８ 

２ 全国広域観光推進事業 １０／１０以内 ３，２２１ 

３ 推進事業費   

 (1) 人件費 １／２以内 ３６，５４３ 

 (2) 事務費 定額 ２，０００ 

 

（別紙２） 

実績報告書に添付する関係書類等について 

添 付 書 類 名 
事業内容に応じた 

必 要 書 類 等 

備         考 

（記載すべき事項や成果品について） 

事業実績書  1 実施内容や参加者、成果等を記した事業の実施内

容 

2 必要に応じて写真等を添付すること 

収支決算書  支出の詳細がわかるようにすること 

証拠書類 参加者の評価を把握

できるアンケート調

査結果等 

商談会、講習会、研修会、フォーラム、シンポジウ

ム、その他イベントの開催に当たっては、参加者へ

アンケートの実施等により、参加者の評価を把握 

利用者の意見、感想を

把握できるアンケー

ト調査結果等 

冊子、パンフレット、ＤＶＤ等の作成・配布に当た

っては、利用者へアンケートの実施等により、利用

者の評価を把握 



その他知事が報告を

求める書類等 

上記以外の事業内容の場合も成果に係る評価を把握 



財産一覧表 

別記第9号様式18の財産は、次のとおりである。 

（単位：円） 

財産の名称 仕 様 数量 単価 金 額 契約年月日 取得年月日 
使用開始(予定) 

年  月  日 
補助金充当額 保管・設置場所 耐用年数 備考 

            

            

計 
           

(注) (1) 耐用年数欄には減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定める耐用年数の期間を記載すること。 

(2) 取得年月日は、検収年月日を記載すること。 

(3) 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。 

 


